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(57)【要約】
【課題】火山の噴火口から噴出物が噴出したことを従来
よりも迅速に検出できる噴火監視システム、噴火監視方
法、及び噴火監視プログラムを提供する。
【解決手段】レーダ装置１０は、方位角の方向の拡がり
角が仰角の方向の拡がり角よりも大きい扇形の電磁波の
ビームを、火山の噴火口を通る仮想縦断面に沿って仰角
の方向に周期的に繰り返し走査させる一方、対象物から
のビームの反射波又は散乱波を受信することにより、ビ
ームの反射又は散乱が生じた位置の対象物の密度を表す
観測値と、その反射又は散乱が生じた位置の座標とが対
応付けられた観測データＤＴを生成する。観測データ解
析装置２０は、レーダ装置１０によって生成された観測
データＤＴを解析することにより、火山の噴火口から噴
出物が噴出したことを検出する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　方位角の方向の拡がり角が仰角の方向の拡がり角よりも大きい扇形の電磁波のビームを
、火山の噴火口を通る仮想縦断面に沿って前記仰角の方向に周期的に繰り返し走査させる
一方、対象物からの前記ビームの反射波又は散乱波を受信することにより、前記ビームの
反射又は散乱が生じた位置の前記対象物の密度を表す観測値と、その反射又は散乱が生じ
た位置の座標とが対応付けられた観測データを生成するレーダ装置と、
　前記レーダ装置によって生成された前記観測データを解析することにより、前記火山の
前記噴火口から噴出物が噴出したことを検出する観測データ解析装置と、
　を備える、噴火監視システム。
【請求項２】
　前記観測データ解析装置が、
　前記噴火口から前記噴出物が噴出したことを検出した場合に、前記観測データを用いて
、前記噴出物の噴出高度を求める噴出高度特定処理を行う、
　請求項１に記載の噴火監視システム。
【請求項３】
　前記観測データ解析装置が、
　前記レーダ装置による前記ビームの、前記仰角の方向の走査の周期と等しい時間間隔で
前記噴出高度特定処理を繰り返し行うことにより、前記噴出高度の時間変化を表す噴出高
度時系列データを生成する、
　請求項２に記載の噴火監視システム。
【請求項４】
　前記観測データ解析装置が、
　前記噴出高度時系列データを用いて、前記噴出物の上昇速度の時間変化を表す噴出物上
昇速度時系列データを生成する、
　請求項３に記載の噴火監視システム。
【請求項５】
　前記観測データ解析装置が、
　前記レーダ装置によって生成された前記観測データから、前記火山に入射した前記ビー
ムの前記反射波又は前記散乱波を表す前記観測値を除去するマスキング処理を行い、前記
マスキング処理が施された前記観測データを用いて、前記火山の前記噴火口から前記噴出
物が噴出したことを検出する、
　請求項１から４のいずれか１項に記載の噴火監視システム。
【請求項６】
　前記観測データ解析装置が、
　前記仮想縦断面内における前記噴火口の周囲に位置する噴出検出エリアでの前記観測値
を用いて、前記噴出物の噴出の規模を特定する噴出規模特定処理を行う、
　請求項１から５のいずれか１項に記載の噴火監視システム。
【請求項７】
　前記観測データ解析装置が、
　前記仮想縦断面内における、前記噴火検出エリアよりも前記噴出物が到達しにくい降水
検出エリアでの前記観測値を用いて、降水の度合いを特定する降水度特定処理を行う、
　請求項６に記載の噴火監視システム。
【請求項８】
　前記ビームの、前記方位角の方向の前記拡がり角が１５°以上であり、
　前記レーダ装置による前記ビームの、前記仰角の方向の走査の周期が３秒以下である、
　請求項１から７のいずれか１項に記載の噴火監視システム。
【請求項９】
　方位角の方向の拡がり角が仰角の方向の拡がり角よりも大きい扇形の電磁波のビームを
、火山の噴火口を通る仮想縦断面に沿って前記仰角の方向に周期的に繰り返し走査させる
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一方、対象物からの前記ビームの反射波又は散乱波を受信することにより、前記ビームの
反射又は散乱が生じた位置の前記対象物の密度を表す観測値と、その反射又は散乱が生じ
た位置の座標とが対応付けられた観測データを生成するレーダ装置から、前記観測データ
を取得する取得ステップと、
　前記取得ステップで取得した前記観測データを解析することにより、前記火山の前記噴
火口から噴出物が噴出したことを検出する観測データ解析ステップと、
　を含む、噴火監視方法。
【請求項１０】
　方位角の方向の拡がり角が仰角の方向の拡がり角よりも大きい扇形の電磁波のビームを
、火山の噴火口を通る仮想縦断面に沿って前記仰角の方向に周期的に繰り返し走査させる
一方、対象物からの前記ビームの反射波又は散乱波を受信することにより、前記ビームの
反射又は散乱が生じた位置の前記対象物の密度を表す観測値と、その反射又は散乱が生じ
た位置の座標とが対応付けられた観測データを生成するレーダ装置に、通信可能に接続さ
れたコンピュータに、
　前記レーダ装置から前記観測データを取得する取得機能と、
　前記取得機能によって取得した前記観測データを解析することにより、前記火山の前記
噴火口から噴出物が噴出したことを検出する観測データ解析機能と、
　を実現させる、噴火監視プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、噴火監視システム、噴火監視方法、及び噴火監視プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１に開示されているように、火山から放出された噴煙を、気象レーダ装置を用
いて観測するシステムが知られている。このシステムにおいて気象レーダ装置は、電磁波
のビームを、仰角を保って方位角の方向に３６０°走査させた後、仰角を変更し、変更後
の仰角を保って再び方位角の方向に３６０°走査させる動作を繰り返す。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１７－０６７４８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述のように、電磁波のビームを、方位角の方向のみならず仰角の方向にも走査させる
場合、３次元的に高い空間分解能を得ることはできるが、走査の周期が例えば５分程度と
長く、時間分解能に劣る。このため、火山から、噴煙、火砕流、火山岩、火山灰、火山礫
等の噴出物が噴出したことを迅速に検出するのが困難である。
【０００５】
　なお、電磁波のビームを、方位角を固定したまま仰角の方向にのみ走査させれば、時間
分解能を高めることは可能である。しかし、気象レーダ装置から出射される電磁波のビー
ムは、直線状に細く絞られているため、これを仰角の方向にのみ走査させる場合、観測可
能な領域が著しく狭小化される。従って、噴出物を見落とす確率が高くなる。噴出物を見
落とした場合には、噴出の検出が遅れることとなる。
【０００６】
　本発明の目的は、火山の噴火口から噴出物が噴出したことを従来よりも迅速に検出でき
る噴火監視システム、噴火監視方法、及び噴火監視プログラムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
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　上記目的を達成するために、本発明に係る噴火監視システムは、
　方位角の方向の拡がり角が仰角の方向の拡がり角よりも大きい扇形の電磁波のビームを
、火山の噴火口を通る仮想縦断面に沿って前記仰角の方向に周期的に繰り返し走査させる
一方、対象物からの前記ビームの反射波又は散乱波を受信することにより、前記ビームの
反射又は散乱が生じた位置の前記対象物の密度を表す観測値と、その反射又は散乱が生じ
た位置の座標とが対応付けられた観測データを生成するレーダ装置と、
　前記レーダ装置によって生成された前記観測データを解析することにより、前記火山の
前記噴火口から噴出物が噴出したことを検出する観測データ解析装置と、
　を備える。
【０００８】
　前記観測データ解析装置が、
　前記噴火口から前記噴出物が噴出したことを検出した場合に、前記観測データを用いて
、前記噴出物の噴出高度を求める噴出高度特定処理を行ってもよい。
【０００９】
　前記観測データ解析装置が、
　前記レーダ装置による前記ビームの、前記仰角の方向の走査の周期と等しい時間間隔で
前記噴出高度特定処理を繰り返し行うことにより、前記噴出高度の時間変化を表す噴出高
度時系列データを生成してもよい。
【００１０】
　前記観測データ解析装置が、
　前記噴出高度時系列データを用いて、前記噴出物の上昇速度の時間変化を表す噴出物上
昇速度時系列データを生成してもよい。
【００１１】
　前記観測データ解析装置が、
　前記レーダ装置によって生成された前記観測データから、前記火山に入射した前記ビー
ムの前記反射波又は前記散乱波を表す前記観測値を除去するマスキング処理を行い、前記
マスキング処理が施された前記観測データを用いて、前記火山の前記噴火口から前記噴出
物が噴出したことを検出してもよい。
【００１２】
　前記観測データ解析装置が、
　前記仮想縦断面内における前記噴火口の周囲に位置する噴出検出エリアでの前記観測値
を用いて、前記噴出物の噴出の規模を特定する噴出規模特定処理を行ってもよい。
【００１３】
　前記観測データ解析装置が、
　前記仮想縦断面内における、前記噴火検出エリアよりも前記噴出物が到達しにくい降水
検出エリアでの前記観測値を用いて、降水の度合いを特定する降水度特定処理を行っても
よい。
【００１４】
　前記ビームの、前記方位角の方向の前記拡がり角が１５°以上であり、
　前記レーダ装置による前記ビームの、前記仰角の方向の走査の周期が３秒以下であって
もよい。
【００１５】
　また、上記目的を達成するために、本発明に係る噴火監視方法は、
　方位角の方向の拡がり角が仰角の方向の拡がり角よりも大きい扇形の電磁波のビームを
、火山の噴火口を通る仮想縦断面に沿って前記仰角の方向に周期的に繰り返し走査させる
一方、対象物からの前記ビームの反射波又は散乱波を受信することにより、前記ビームの
反射又は散乱が生じた位置の前記対象物の密度を表す観測値と、その反射又は散乱が生じ
た位置の座標とが対応付けられた観測データを生成するレーダ装置から、前記観測データ
を取得する取得ステップと、
　前記取得ステップで取得した前記観測データを解析することにより、前記火山の前記噴
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火口から噴出物が噴出したことを検出する観測データ解析ステップと、
　を含む。
【００１６】
　また、上記目的を達成するために、本発明に係る噴火監視プログラムは、
　方位角の方向の拡がり角が仰角の方向の拡がり角よりも大きい扇形の電磁波のビームを
、火山の噴火口を通る仮想縦断面に沿って前記仰角の方向に周期的に繰り返し走査させる
一方、対象物からの前記ビームの反射波又は散乱波を受信することにより、前記ビームの
反射又は散乱が生じた位置の前記対象物の密度を表す観測値と、その反射又は散乱が生じ
た位置の座標とが対応付けられた観測データを生成するレーダ装置に、通信可能に接続さ
れたコンピュータに、
　前記レーダ装置から前記観測データを取得する取得機能と、
　前記取得機能によって取得した前記観測データを解析することにより、前記火山の前記
噴火口から噴出物が噴出したことを検出する観測データ解析機能と、
　を実現させる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、電磁波のビームを、仮想縦断面に沿って仰角の方向に周期的に繰り返
し走査させるので、方位角の方向の走査が不要である分、走査の時間分解能を高めること
ができる。
【００１８】
　また、電磁波のビームの形状が、方位角の方向の拡がり角が仰角の方向の拡がり角より
も大きい扇形であるので、直線状に絞られたビームを用いる従来に比べて、仰角の方向の
１回の走査でも充分に広い範囲にわたる観測が可能である。このため、火山からの噴出物
を見落としにくい。
【００１９】
　以上のように、走査の時間分解能を高めることができ、かつ噴出物を見落としにくいの
で、火山からの噴出物の噴出を従来よりも迅速に検出することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】噴火監視システムの構成を例示する概念図。
【図２】電磁波のビームの形状を例示する概念図。
【図３】レーダ装置と火山の噴火口との位置関係を例示する平面図。
【図４】噴火監視処理の一部を例示するフローチャート。
【図５】噴火監視処理の他の一部を例示するフローチャート。
【図６】噴火監視処理の残部を例示するフローチャート。
【図７】（Ａ）：観測データを表す画像。（Ｂ）：低値除去処理が施された観測データを
表す画像。（Ｃ）：さらにメジアンフィルタ処理が施された観測データを表す画像。
【図８】（Ａ）：仮想縦断面に沿う火山の断面形状を表す画像。（Ｂ）：火山に入射した
ビームの散乱波又は反射波によってゼロを超える観測値が得られる領域を表す画像。（Ｃ
）：マスキング処理が施された観測データを表す画像。
【図９】（Ａ）：オープニング処理が施された観測データを表す画像。（Ｂ）：さらにク
ロージング処理が施された観測データを表す画像。
【図１０】噴出物の噴出高度を説明するための概念図。
【図１１】（Ａ）：弱噴出面積率ＳＥ１及び強噴出面積率ＳＥ２の時間変化を例示するグ
ラフ。（Ｂ）：噴出エコーインデックスＥの時間変化を例示するグラフ。
【図１２】（Ａ）：弱降水面積率ＳＲ１及び強降水面積率ＳＲ２の時間変化を例示するグ
ラフ。（Ｂ）：降水エコーインデックスＲの時間変化を例示するグラフ。
【図１３】（Ａ）：平滑化処理された噴出高度時系列データを示すグラフ。（Ｂ）：平滑
化処理された噴出物上昇速度時系列データを示すグラフ。
【発明を実施するための形態】
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【００２１】
　以下、図面を参照し、実施形態に係る噴火監視システムについて説明する。図中、同一
又は対応する部分に同一の符号を付す。
【００２２】
　図１に示すように、本実施形態に係る噴火監視システム３０は、火山の噴火の状況及び
降水の状況を表す観測データＤＴを生成するレーダ装置１０と、レーダ装置１０によって
生成された観測データＤＴを解析する観測データ解析装置２０とを備える。レーダ装置１
０と観測データ解析装置２０とは、通信回線ＮＥによって通信可能に接続されている。
【００２３】
　以下、レーダ装置１０について説明する。レーダ装置１０は、火山の噴火の状況及び降
水の状況を観測するための電磁波の送受信を行う送受信アンテナ１１を有する。
【００２４】
　送受信アンテナ１１は、電磁波としてのマイクロ波、より具体的には、波長３ｃｍのセ
ンチメートル波のビームを出射する一方、そのビームの、対象物からの反射波又は散乱波
としてのエコーを受信する。なお、ここでいう対象物には、火山からの噴出物と、粒子状
又は霧状の雨水とが含まれる。受信するエコーの強度が大きい程、反射又は散乱が生じた
位置の対象物の密度が高いことを表す。
【００２５】
　また、レーダ装置１０は、送受信アンテナ１１からエコーの強度を表す信号を取得する
信号処理部１３と、信号処理部１３と通信回線ＮＥとの間に介在する通信部１４とを有す
る。
【００２６】
　信号処理部１３は、送受信アンテナ１１から取得したエコーの強度を表す信号に基づい
て、観測データＤＴを生成する。観測データＤＴは、送受信アンテナ１１が出射したビー
ムの反射又は散乱が生じた位置における対象物の密度を表す観測値と、その反射又は散乱
が生じた位置の座標とが対応付けられたものである。
【００２７】
　通信部１４は、信号処理部１３で生成された観測データＤＴを、通信回線ＮＥを通じて
、観測データ解析装置２０に送信する。
【００２８】
　また、レーダ装置１０は、上述した送受信アンテナ１１、信号処理部１３、及び通信部
１４を制御する制御部１２を有する。送受信アンテナ１１、信号処理部１３、及び通信部
１４は、制御部１２からの制御を受けることにより、上述のように作動する。
【００２９】
　また、制御部１２は、送受信アンテナ１１の姿勢を変化させることにより、上記ビーム
が出射される方向及びエコーを受信する方向を制御する。以下、図２、図３を参照し、送
受信アンテナ１１の動作を具体的に説明する。
【００３０】
　図２に示すように、送受信アンテナ１１の位置を原点とするＸＹＺ直交座標系を定義す
る。Ｚ軸が鉛直な方向に延びており、ＸＹ平面が水平に延在している。
【００３１】
　送受信アンテナ１１からのビームＢＭの出射方向は、Ｚ軸まわりの方位角Φと、Ｘ軸ま
わりの仰角θとで特定される。ビームＢＭの、方位角Φの方向の位置は、Ｚ軸と重なる仮
想縦断面ＶＰによって表される。仮想縦断面ＶＰは、ＹＺ平面と重なる位置に固定されて
いる。
【００３２】
　制御部１２は、ビームＢＭが、方位角Φを一定に保ったままで、ＺＹ平面と一致する仮
想縦断面ＶＰに沿って仰角θの方向に周期的に繰り返し走査されるように、送受信アンテ
ナ１１の姿勢を制御する。
【００３３】
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　ビームＢＭが入射する対象物の形状の変化を詳しく捉えるために、ビームＢＭの、仰角
θの方向の走査の周期（以下、走査周期という。）は、３秒以下であることが好ましく、
２秒以下であることがより好ましい。
【００３４】
　本実施形態では、１走査周期あたりに、ビームＢＭの出射方向が、仰角θの方向に３６
０°回転する。ビームＢＭの出射方向の、Ｘ軸まわりの回転速度が４８ｒｐｍである。従
って、１走査周期は、６０／４８＝１．２５秒である。
【００３５】
　以上のように、ビームＢＭが仰角θの方向に周期的に繰り返し走査されるので、図１に
示した信号処理部１３が生成する観測データＤＴは、仰角θの方向の１回の走査で仮想縦
断面ＶＰを含む空間領域を捉えた１走査周期分の上記観測値の集合が、走査周期毎に時間
軸上に並んでいる時系列データとなる。
【００３６】
　また、図２に示すように、ビームＢＭは、方位角Φの方向の拡がり角ΔΦが、仰角θの
方向の拡がり角Δθよりも大きい扇形の形状を有する。できるだけ広い空間領域の観測を
可能とするために、ビームＢＭの方位角Φの方向の拡がり角ΔΦは、１５°以上であるこ
とが好ましく、２０°以上であることがより好ましい。
【００３７】
　本実施形態では、ビームＢＭの方位角Φの方向の拡がり角ΔΦは、２２°である。なお
、ビームＢＭの仰角θの方向の拡がり角Δθは、方位角Φの方向の拡がり角ΔΦの１／１
０以下、具体的には、１．２°である。
【００３８】
　図３に示すように、送受信アンテナ１１は、火山の噴火口ＣＲの側方に配置される。送
受信アンテナ１１が出射するビームＢＭの、方位角Φの方向の位置を表す既述の仮想縦断
面ＶＰは、火山の噴火口ＣＲを通っている。
【００３９】
　つまり、ビームＢＭが入射する空間領域には、噴火口ＣＲの上方における噴出物が存在
しうる空間領域が含まれる。既述のように、ビームＢＭが方位角Φの方向に拡がり角ΔΦ
を有する扇形を成しているため、噴火口ＣＲからの噴出物を捉えるのに充分な広さの空間
領域を観測できる。
【００４０】
　以上説明した送受信アンテナ１１としては、アンテナを構成する導波管に半波長間隔で
スロットが形成されたスロット型アンテナを用いることができる。スロット型アンテナは
、例えば、船舶において使用されている。
【００４１】
　図１に戻り、次に、観測データ解析装置２０について説明する。観測データ解析装置２
０は、通信回線ＮＥに接続される通信部２１を有する。レーダ装置１０が生成した観測デ
ータＤＴは、通信回線ＮＥ及び通信部２１を通じて、観測データ解析装置２０に取り込ま
れる。
【００４２】
　また、観測データ解析装置２０は、噴火監視プログラム２２ａを記憶する補助記憶部２
２を備える。噴火監視プログラム２２ａは、観測データＤＴの解析によって火山の噴火を
検出する噴火監視処理の手順を記述したものである。
【００４３】
　また、観測データ解析装置２０は、噴火監視プログラム２２ａを実行するＣＰＵ（Cent
ral Processing Unit）２３と、ＣＰＵ２３が、噴火監視プログラム２２ａ、観測データ
ＤＴ等を一時的に蓄える主記憶部２４とを有する。
【００４４】
　また、観測データ解析装置２０は、ＣＰＵ２３が上述した噴火監視処理を実行している
最中に、ＣＰＵ２３からの制御を受けて、観測データＤＴ及びそれを補正したデータ等を
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、画像として表示する表示部２５も有する。
【００４５】
　つまり、観測データＤＴは、上述した対象物の密度を表す観測値を輝度又は色彩として
表現し、かつビームＢＭの反射又は散乱が生じた座標を、表示部２５の画面上における画
素の位置と１対１に対応付けることにより、画像として、表示部２５でモニタリングでき
る。図７（Ａ）に、画像データとしての観測データＤＴを表す画像が例示されている。
【００４６】
　また、観測データＤＴの観測値を画像処理によって補正した場合には、補正後の観測デ
ータＤＴを、同様に表示部２５でモニタリングできる。図７（Ｂ）、図７（Ｃ）、図８（
Ｃ）、図９（Ａ）、図９（Ｂ）、図１０に、補正後の観測データＤＴを表す画像が例示さ
れている。
【００４７】
　以下、ＣＰＵ２３が噴火監視プログラム２２ａを実行することにより実現される噴火監
視処理について、具体的に説明する。
【００４８】
　図４に示すように、まず、ＣＰＵ２３は、レーダ装置１０から１走査周期分の観測デー
タＤＴを取得する（ステップＳ１）。次に、ＣＰＵ２３は、その１走査周期分の観測デー
タＤＴに、噴出物でも雨水でもないノイズを表す観測値を除去するノイズ除去処理を施す
（ステップＳ２）。以下、図７（Ａ）－（Ｃ）を参照し、ノイズ除去処理について具体的
に説明する。
【００４９】
　図７（Ａ）は、ステップＳ１で取得した１走査周期分の観測データＤＴを表す画像であ
る。横軸は、図３に示した送受信アンテナ１１からの水平処理を表し、縦軸は海抜高度を
表す。画像の全域にわたって、まだら模様のノイズが現れている。このノイズをノイズ除
去処理で除去する。
【００５０】
　図７（Ｂ）は、ＣＰＵ２３によって、ノイズ除去処理としての低値除去処理が施された
観測データＤＴを表す画像である。低値除去処理とは、予め定められた閾値よりも小さい
観測値を除去する処理である。これにより、噴出物でも雨水でもないノイズが低減される
。図７（Ｂ）に示す画像は、図７（Ａ）に示すオリジナルの画像に比べて、ノイズが低減
されていることが分かる。
【００５１】
　図７（Ｃ）は、ＣＰＵ２３によって、ノイズ除去処理としてのメジアンフィルタ処理が
さらに施された観測データＤＴを表す画像である。メジアンフィルタ処理とは、各々の画
素について、その画素が表す観測値を、その画素の周囲の画素が表す観測値のメジアンに
変換する処理である。これにより、一層ノイズが低減される。図７（Ｃ）に示す画像は、
図７（Ｂ）に示す画像に比べて、一層ノイズが低減されていることが分かる。
【００５２】
　図４に戻り、ＣＰＵ２３は、以上のようにしてステップＳ２でノイズ除去処理としての
低値除去処理及びメジアンフィルタ処理を行った後、噴出物でも雨水でもなく、地形その
ものを表す観測値を除去するマスキング処理を行う（ステップＳ３）。以下、図８（Ａ）
－（Ｃ）を参照し、マスキング処理について具体的に説明する。
【００５３】
　図８（Ａ）は、火山そのものの、図３に示す仮想縦断面ＶＰに沿う断面の領域（以下、
地形断面領域という。）ＲＡを表す。この地形断面領域ＲＡを表す地形データは、予めリ
モートセンシング等によって得られた数値標高モデルの基礎データを用いて作成されたも
のである。そのような地形データが、図１に示す補助記憶部２２に予め準備されている。
【００５４】
　図８（Ｂ）は、火山に入射したビームＢＭの散乱波又は反射波（以下、地形エコーとい
う。）によってゼロを超える観測値が得られる領域（以下、地形エコー領域という。）Ｒ
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Ｂを表す。この地形エコー領域ＲＢを表す地形エコーデータは、予め、噴火も降水も観測
されない平穏時に取得された複数走査周期分の観測データＤＴを重ね合わせたデータに対
して、閾値未満の観測値を除去する既述の低値除去処理と同様の処理を施し、かつ２値化
したものである。そのような地形エコーデータも、図１に示す補助記憶部２２に予め準備
されている。
【００５５】
　ＣＰＵ２３は、上述した地形データ及び地形エコーデータを用いて、マスキング処理を
行う。マスキング処理とは、観測データＤＴから、図８（Ａ）に示す地形データが表す地
形断面領域ＲＡ内の観測値を除去し、かつ図８（Ｂ）に示す地形エコーデータが表す地形
エコー領域ＲＢ内の観測値を除去する処理である。なお、“観測値を除去する”とは、具
体的には、観測値をゼロに置き換えることを意味する。
【００５６】
　図８（Ｃ）に、図７（Ｃ）に示す画像に対してマスキング処理を施した画像を示す。図
７（Ｃ）に示す画像から、図８（Ａ）に示す地形断面領域ＲＡを除去することにより、火
山の地形そのものを噴出物と誤認してしまうことが回避される。また、図７（Ｃ）に示す
画像から、図８（Ｂ）に示す地形エコー領域ＲＢを除去することも誤認の回避に役立つ。
これは、火山の表面を覆うように現れる地形エコーを表す観測値は、地形そのものに固有
のものであり、噴出物を表すものではないため、地形エコーを表す観測値を予め除去して
おくことにより、噴火の発生をより正確に検出できる。
【００５７】
　図４に戻り、ＣＰＵ２３は、以上のようにしてステップＳ３でマスキング処理を行った
後、それまでのノイズ除去処理及びマスキング処理では除去できなかったノイズをさらに
除去するためのオープニング（opening）処理（ステップＳ４）及びクロージング（closi
ng）処理（ステップＳ５）を行う。
【００５８】
　オープニング処理とは、観測データＤＴが表す、ゼロを超える観測値が得られた領域（
以下、対象物検出領域という。）を収縮（Erosion）させた後に、元のスケールへと膨張
（Dilation）させる処理である。クロージング処理とは、対象物検出領域を膨張させた後
に、元のスケールへと収縮させる処理である。以下、図９（Ａ）－（Ｂ）を参照し、具体
例を示す。
【００５９】
　図９（Ａ）は、図８（Ｃ）に示した観測データＤＴに対し、オープニング処理を施した
観測データＤＴを表す画像である。オープニング処理は、小さなノイズを除去する効果を
奏する。実際、図８（Ｃ）の領域Ｕ１には、ノイズ除去処理及びマスキング処理では除去
できなかったノイズが残されていたが、そのノイズは、図９（Ａ）に示す画像には存在し
ない。
【００６０】
　図９（Ｂ）は、図９（Ａ）に示した観測データＤＴに対し、クロージング処理を施した
観測データＤＴを表す画像である。クロージング処理は、細かく途切れて離散的に分布す
る対象物検出領域を一塊に連結させたり、一塊の対象物検出領域内に存在する空隙を埋め
たりする効果を奏する。実際、図９（Ａ）の領域Ｕ２には、細かく途切れて離散的に分布
する対象物検出領域が存在するが、その対象物検出領域は、図９（Ｂ）に示す画像におい
ては一塊に連結されている。
【００６１】
　図４に戻り、説明を続ける。ＣＰＵ２３は、以上のようにしてステップＳ５でクロージ
ング処理を行う。以下では、ステップＳ２のノイズ除去処理から、ステップＳ５のクロー
ジング処理までの処理を、事前処理と呼ぶことにする。
【００６２】
　次に、ＣＰＵ２３は、事前処理が施された観測データＤＴを用いて、噴出物の噴出の規
模を特定する噴出規模特定処理と、降水の度合いを特定する降水度特定処理とを行う（ス
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テップＳ６）。
【００６３】
　以下、まず噴出規模特定処理について、具体的に説明する。
【００６４】
　図９（Ｂ）に示すように、噴出の規模を特定するために、観測データＤＴが表す画像内
において噴火口の周囲に位置する噴出検出エリアＷＥに着目する。噴出検出エリアＷＥの
位置及び面積は固定されており、かつその位置及び面積は予め定義されているものとする
。以下に述べるように、噴出規模特定処理は、噴出検出エリアＷＥでの観測値を用いて行
う。
【００６５】
　まず、ＣＰＵ２３は、噴出検出エリアＷＥ内において、観測値又は輝度が、密度の低い
噴出物を表す第１噴出閾値以上、かつ第１噴出閾値よりも大きく密度の高い噴出物を表す
第２噴出閾値以下である領域の面積の、噴出検出エリアＷＥの全面積に占める割合（以下
、弱噴出面積率という。）ＳＥ１を算出する。
【００６６】
　ここで“面積”とは、具体的には、画像における画素の数を指す。第１噴出閾値は、輝
度で表して例えば４０であり、第２噴出閾値は、輝度で表して例えば１５０である。
【００６７】
　そして、ＣＰＵ２３は、算出した弱噴出面積率ＳＥ１が、予め定められた弱噴出閾値以
上であるか否かを判定し、弱噴出面積率ＳＥ１が弱噴出閾値以上であれば、変数である弱
噴出エコーインデックスＥ１に１を代入し、弱噴出面積率ＳＥ１が弱噴出閾値未満であれ
ば、弱噴出エコーインデックスＥ１に０を代入する。なお、弱噴出閾値は、例えば、０．
１である。
【００６８】
　一方、ＣＰＵ２３は、噴出検出エリアＷＥ内において、観測値又は輝度が、第２噴出閾
値を超える領域の面積の、噴出検出エリアＷＥの全面積に占める割合（以下、強噴出面積
率という。）ＳＥ２も算出する。
【００６９】
　そして、ＣＰＵ２３は、算出した強噴出面積率ＳＥ２が、予め定められた強噴出閾値以
上であるか否かを判定し、強噴出面積率ＳＥ２が強噴出閾値以上であれば、変数である強
噴出エコーインデックスＥ２に２を代入し、強噴出面積率ＳＥ２が強噴出閾値未満であれ
ば、強噴出エコーインデックスＥ２に０を代入する。なお、強噴出閾値は、例えば、０．
１である。
【００７０】
　次に、ＣＰＵ２３は、上述のようにして特定した弱噴出エコーインデックスＥ１の値と
、強噴出エコーインデックスＥ２の値とを比較し、一方の値が他方の値よりも大きければ
、その一方の値を、変数である噴出エコーインデックスＥに代入し、双方の値が等しけれ
ば、その等しい値を噴出エコーインデックスＥに代入する。即ち、Ｅ＝ｍａｘ（Ｅ１，Ｅ
２）である。
【００７１】
　噴出規模特定処理とは、以上のようにして、噴火エコーインデックスＥを特定する処理
を指す。噴出エコーインデックスＥは、１走査周期毎に、０、１、２のいずれかの値をと
る。噴出エコーインデックスＥが２であることは、噴出の規模が大きいことを表す。また
、噴出エコーインデックスＥが１であることは、規模は大きくはないものの噴出が生じて
いることを表す。また、噴出エコーインデックスＥが０である場合は、噴出は生じていな
いものとみなす。
【００７２】
　次に、降水度特定処理について、具体的に説明する。
【００７３】
　図９（Ｂ）に示すように、降水の度合いを特定するために、観測データＤＴが表す画像
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内において、噴火検出エリアＷＥよりも噴出物が到達しにくい降水検出エリアＷＲに着目
する。降水検出エリアＷＲを、噴火検出エリアＷＥよりも噴出物が到達しにくい位置に設
定する理由は、噴出物をできるだけ捉えずに、雨水だけを捉えるようにするためである。
【００７４】
　なお、降水検出エリアＷＲの面積は固定されているが、位置は固定されていてもよいし
、可変であってもよい。降水度特定処理を行う際の風向きを表す情報が外部から得られる
場合は、降水検出エリアＷＲは、噴火検出エリアＷＥよりも風上に設定することが好まし
い。風上の方が、噴出物が到達しにくいからである。以下に述べるように、降水度特定処
理は、降水検出エリアＷＲでの観測値を用いて行う。
【００７５】
　まず、ＣＰＵ２３は、降水検出エリアＷＲ内において、観測値又は輝度が、密度の低い
霧状の水分を表す第１降水閾値以上、かつ第１降水閾値よりも大きく密度の高い粒状の水
分を表す第２降水閾値以下である領域の面積の、降水検出エリアＷＲの全面積に占める割
合（以下、弱降水面積率という。）ＳＲ１を算出する。なお、第１降水閾値は、輝度で表
して例えば４０であり、第２降水閾値は、輝度で表して例えば１５０である。
【００７６】
　そして、ＣＰＵ２３は、算出した弱降水面積率ＳＲ１が、予め定められた弱降水閾値以
上であるか否かを判定し、弱降水面積率ＳＲ１が弱降水閾値以上であれば、変数である弱
降水エコーインデックスＲ１に１を代入し、弱降水面積率ＳＲ１が弱降水閾値未満であれ
ば、弱降水エコーインデックスＲ１に０を代入する。なお、弱降水閾値は、例えば、０．
１である。
【００７７】
　一方、ＣＰＵ２３は、降水検出エリアＷＲ内において、観測値又は輝度が、第２降水閾
値を超える領域の面積の、降水検出エリアＷＲの全面積に占める割合（以下、強降水面積
率という。）ＳＲ２も算出する。
【００７８】
　そして、ＣＰＵ２３は、算出した強降水面積率ＳＲ２が、予め定められた強降水閾値以
上であるか否かを判定し、強降水面積率ＳＲ２が強降水閾値以上であれば、変数である強
降水エコーインデックスＲ２に２を代入し、強降水面積率ＳＲ２が強降水閾値未満であれ
ば、強降水エコーインデックスＲ２に０を代入する。なお、強降水閾値は、例えば、０．
１である。
【００７９】
　次に、ＣＰＵ２３は、上述のようにして特定した弱降水エコーインデックスＲ１の値と
、強降水エコーインデックスＲ２の値とを比較し、一方の値が他方の値よりも大きければ
、その一方の値を、変数である降水エコーインデックスＲに代入し、双方の値が等しけれ
ば、その等しい値を降水エコーインデックスＲに代入する。即ち、Ｒ＝ｍａｘ（Ｒ１，Ｒ
２）である。
【００８０】
　降水度特定処理とは、以上のようにして、降水エコーインデックスＲを特定する処理を
指す。降水エコーインデックスＲは、１走査周期毎に、０、１、２のいずれかの値をとる
。降水エコーインデックスＲが２であることは、降水の度合いが大きいことを表す。また
、降水エコーインデックスＲが１であることは、度合いは大きくはないものの降水が生じ
ていることを表す。また、降水エコーインデックスＲが０である場合は、降水は生じてい
ないものとみなす。
【００８１】
　図４に戻り、ＣＰＵ２３は、以上のようにしてステップＳ６で噴出規模特定処理及び降
水度特定処理を行った後、現在の噴出エコーインデックスＥの値に基づいて、噴火が発生
したか否かの判定を行う（ステップＳ７）。
【００８２】
　現在の噴出エコーインデックスＥの値が０であれば、噴火は発生していない（ステップ
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Ｓ７；ＮＯ）。この場合、ＣＰＵ２３は、レーダ装置１０から次の１走査周期分の観測デ
ータＤＴを取得し（ステップＳ８）、再びステップＳ２に戻って、同様の処理を繰り返す
。このようにして、ＣＰＵ２３は、観測データＤＴを用いて、１走査周期毎に、ステップ
Ｓ７で噴火が発生したか否かを判定する噴火判定処理を行う。
【００８３】
　一方、現在の噴出エコーインデックスＥの値が１又は２であれば、噴火が発生している
と言える（ステップＳ７；ＹＥＳ）。この場合は、図５に移行する。以下、ステップＳ７
でＹＥＳの場合の処理について、図５を参照し説明する。
【００８４】
　図５に示すように、ＣＰＵ２３は、現在の噴出エコーインデックスＥと、降水エコーイ
ンデックスＲとを外部に出力する（ステップＳ９）。外部においては、噴出エコーインデ
ックスＥは、噴出の度合いを表す情報として利用することができ、降水エコーインデック
スＲは、降水の度合いを表す情報として利用することができる。なお、ステップＳ９は、
噴火の発生を外部に報知する報知処理を兼ねる。
【００８５】
　次に、ＣＰＵ２３は、ステップＳ５でクロージング処理を施した観測データＤＴを解析
することにより、噴出物の噴出高度の瞬時値を求める噴出高度特定処理を行う（ステップ
Ｓ１０）。
【００８６】
　図１０に示すように、具体的には、ＣＰＵ２３は、クロージング処理によって一塊に連
結された既述の対象物検出領域ＶＣにおける最も高い位置の高度を、噴出高度として求め
る。なお、図１０では、対象物検出領域ＶＣは、噴煙柱を表しており、その噴出高度が２
６７８．４ｍである場合を例示している。図１０に示すように、ＣＰＵ２３は、噴出高度
の位置を表す補助線Ｌ１と、噴出高度の値とが付記された観測データＤＴとを、図１に示
す表示部２５に表示させる。
【００８７】
　図５に戻り、説明を続ける。ＣＰＵ２３は、以上のようにしてステップＳ１０で噴出高
度特定処理を行う。後述するように、ステップＳ９からステップＳ１３までの処理は、レ
ーダ装置１０における送受信アンテナ１１の仰角θの方向の走査の周期、即ち、既述の１
走査周期と等しい時間間隔で繰り返され得るループ処理である。つまり、ステップＳ１０
の噴出高度特定処理は、１走査周期毎に繰り返され得る。
【００８８】
　そこで、ＣＰＵ２３は、噴出高度の瞬時値の、１走査周期毎の時間変化を表す時系列デ
ータ（以下、噴出高度時系列データという。）を形成するために、ステップＳ１０で噴出
高度の瞬時値を求める度に、その瞬時値を主記憶部２４に蓄積する。
【００８９】
　次に、ＣＰＵ２３は、レーダ装置１０から次の１走査周期分の観測データＤＴを取得し
（ステップＳ１１）、取得した観測データＤＴに対して事前処理を施す（ステップＳ１２
）。なお、事前処理とは、既述のように、図４のステップＳ２からステップＳ５までの処
理と同じ処理を指す。
【００９０】
　次に、ＣＰＵ２３は、その事前処理が施された観測データＤＴを用いて、図４のステッ
プＳ６と同じ要領で、噴出エコーインデックスＥを求める噴出規模特定処理と、降水エコ
ーインデックスＲを求める降水度特定処理とを行う（ステップＳ１３）。
【００９１】
　次に、ＣＰＵ２３は、ステップＳ１３で求めた噴出エコーインデックスＥを用いて、噴
火が終了したか否かの判定を行う（ステップＳ１４）。噴出エコーインデックスＥの値が
１又は２であれば噴火はまだ終了していないので（ステップＳ１４；ＮＯ）、噴火の状況
のリアルタイムな監視を続けるべく、再びステップＳ９に戻って、同様の処理を繰り返す
。
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【００９２】
　以上のようにして、ステップＳ９からステップＳ１３までの処理が、１走査周期毎に繰
り返され得る。このため、ＣＰＵ２３が、ステップＳ１３で噴出エコーインデックスＥと
降水エコーインデックスＲとを求める度にそれらの値を主記憶部２４に蓄積することによ
り、それらの値の時間変化を表す時系列データが得られる。以下、具体例を挙げて説明す
る。
【００９３】
　図１１（Ａ）に、噴出エコーインデックスＥを特定するための、既述の弱噴出面積率Ｓ
Ｅ１及び強噴出面積率ＳＥ２の時間変化を例示する。既述の弱噴出閾値及び強噴出閾値が
、共に０．１である場合を想定する。
【００９４】
　図１１（Ｂ）は、図１１（Ａ）に示す弱噴出面積率ＳＥ１及び強噴出面積率ＳＥ２から
特定される噴出エコーインデックスＥの時間変化を表す。強噴出面積率ＳＥ２が０．１以
上である期間は、噴出エコーインデックスＥが２となり、弱噴出面積率ＳＥ１と強噴出面
積率ＳＥ２のうち、弱噴出面積率ＳＥ１のみが０．１以上である期間は、噴出エコーイン
デックスＥが１となり、弱噴出面積率ＳＥ１と強噴出面積率ＳＥ２の双方が０．１未満で
ある期間は、噴出エコーインデックスＥが０となる。
【００９５】
　ＣＰＵ２３は、図１１（Ａ）及び（Ｂ）に示すグラフをリアルタイムで図１に示す表示
部２５に表示させる。これにより、ユーザは、噴出物の噴出の規模をリアルタイムで把握
できる。
【００９６】
　図１２（Ａ）は、降水エコーインデックスＲを特定するための、既述の弱降水面積率Ｓ
Ｒ１及び強降水面積率ＳＲ２の時間変化を例示する。既述の弱降水閾値及び強降水閾値が
、共に０．１である場合を想定する。
【００９７】
　図１２（Ｂ）は、図１２（Ａ）に示す弱降水面積率ＳＲ１及び強降水面積率ＳＲ２から
特定される降水エコーインデックスＲの時間変化を表す。強降水面積率ＳＲ２が０．１以
上である期間は、降水エコーインデックスＲが２となり、弱降水面積率ＳＲ１と強降水面
積率ＳＲ２のうち、弱降水面積率ＳＲ１のみが０．１以上である期間は、降水エコーイン
デックスＲが１となり、弱降水面積率ＳＲ１と強降水面積率ＳＲ２の双方が０．１未満で
ある期間は、降水エコーインデックスＲが０となる。
【００９８】
　ＣＰＵ２３は、図１２（Ａ）及び（Ｂ）に示すグラフをリアルタイムで図１に示す表示
部２５に表示させる。これにより、ユーザは、降水の度合いをリアルタイムで把握できる
。
【００９９】
　図５に戻り、ステップＳ１４において、噴出エコーインデックスＥの値がゼロであれば
、噴火は終了していると言える（ステップＳ１４；ＹＥＳ）。この場合は、図６に移行す
る。以下、ステップＳ１４でＹＥＳの場合の処理について、図６を参照し説明する。
【０１００】
　図６に示すように、ＣＰＵ２３は、先のステップＳ９からステップＳ１３までのループ
処理で形成した既述の噴出高度時系列データに対して、時間変化を平滑化する平滑化処理
を施し（ステップＳ１５）、かつその平滑化処理された噴出高度時系列データを用いて、
噴出物の最高到達高度を特定する（ステップＳ１６）。
【０１０１】
　図１３（Ａ）に、平滑化処理が施された噴出高度時系列データのグラフを示す。平滑化
処理として、移動平均処理を用いた。なお、図１３（Ａ）に示す各々のプロットは、図５
のステップＳ１０の噴出高度特定処理で求めた噴出高度の瞬時値である。観測データ解析
装置２０は、平滑化処理が施された噴出高度時系列データのグラフにおける最も高い位置
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の高度を、最高到達高度として特定する。なお、図１３（Ａ）では、最高到達高度が２９
７１．２ｍである場合を例示している。
【０１０２】
　図１３（Ａ）に示すように、ＣＰＵ２３は、噴出高度の瞬時値のプロット、平滑化処理
が施された噴出高度時系列データのグラフ、最高到達高度の値、及び最高到達高度の位置
を表す補助線Ｌ２を、図１に示す表示部２５に表示させる。これにより、ユーザは、噴出
高度の時間変化の傾向を把握できる。
【０１０３】
　図６に戻り、次に、ＣＰＵ２３は、上述した平滑化処理する前の噴出高度時系列データ
に対して、時間軸上で隣り合う瞬時値間の差を新たな瞬時値とする差分処理を施すことに
より、噴出物の上昇速度の時間変化を表す噴出物上昇速度時系列データを生成し（ステッ
プＳ１７）、かつその噴出物上昇速度時系列データに対して平滑化処理を施す（ステップ
Ｓ１８）。
【０１０４】
　図１３（Ｂ）に、平滑化処理が施された噴出物上昇速度時系列データのグラフを示す。
平滑化処理として、移動平均処理を用いた。なお、図１３（Ｂ）に示す各々のプロットは
、上述した差分処理によって算出された瞬時値である。
【０１０５】
　図１３（Ｂ）に示すように、ＣＰＵ２３は、噴出物の上昇速度の瞬時値のプロット、及
び平滑化処理が施された噴出物上昇速度時系列データのグラフを、図１に示す表示部２５
に表示させる。これにより、ユーザは、噴出速度の時間変化の傾向を把握できる。
【０１０６】
　図６に戻り、次に、ＣＰＵ２３は、噴出した噴出物の総量を表す総噴出物量ＭＡを算出
する（ステップＳ１９）。総噴出物量ＭＡは、次式によって推定することができる。
　ＭＡ＝２．４０・１０５・Ｈ４・Ｔ
【０１０７】
　ここで、Ｈは、噴出物の噴出高度を表す。Ｈの値には、図１３（Ａ）に示した噴出高度
時系列データの時間平均値を用いることができる。また、Ｔは、噴出の継続時間を表す。
Ｔの値には、図４のステップＳ７でＹＥＳと判定した時点から、図５のステップＳ１４で
ＹＥＳと判定した時点までの期間長を用いることができる。
【０１０８】
　次に、ＣＰＵ２３は、これまでに形成した各種データ、具体的には、ステップＳ１５で
形成した平滑化処理された噴出高度時系列データ、ステップＳ１６で特定した最高到達高
度の値を表すデータ、ステップＳ１８で形成した平滑化処理された噴出物上昇速度時系列
データ、及びステップＳ１９で算出した総噴出物量の値を表すデータを、外部に出力する
（ステップＳ２０）。外部においては、これらの各種データを用いて噴火の態様を把握す
ることができる。
【０１０９】
　次に、ＣＰＵ２３は、図４のステップＳ８に戻り、以降、同様の処理を繰り返す。
【０１１０】
　以上説明した噴火監視処理において、ステップＳ１及びステップＳ８は、レーダ装置１
０から観測データＤＴを取得する取得ステップの一例である。また、ステップＳ２からス
テップＳ７までの処理は、取得ステップで取得した観測データＤＴを解析することにより
、噴火口ＣＲから噴出物が噴出したことを検出する観測データ解析ステップの一例である
。
【０１１１】
　以上説明したように、実施形態によれば、送受信アンテナ１１が、電磁波のビームＢＭ
を、仮想縦断面ＶＰに沿って仰角θの方向に周期的に繰り返し走査させるので、方位角Φ
の方向の走査が不要である分、走査の時間分解能を高めることができる。具体的には、１
走査周期を２秒以下に短縮できる。
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【０１１２】
　また、電磁波のビームＢＭの形状が、方位角Φの方向の拡がり角ΔΦが仰角θの方向の
拡がり角Δθよりも大きい扇形である。具体的には、ビームＢＭの、方位角Φの方向の拡
がり角ΔΦが１５°以上である。このため、直線状に絞られたビームを用いる従来に比べ
て、仰角θの方向の１回の走査でも、図３に示したように噴火口ＣＲの周囲の充分に広い
範囲にわたる観測が可能である。このため、火山からの噴出物を見落としにくい。
【０１１３】
　以上のように、走査の時間分解能を高めることができ、かつ噴出物を見落としにくいの
で、１走査周期毎に行われるステップＳ７の噴火判定処理によって、火山からの噴出物の
噴出を従来よりも迅速に検出することができる。
【０１１４】
　また、ＣＰＵ２３が、１走査周期毎に、観測データＤＴに事前処理を施しかつ図９（Ｂ
）に示したように噴出物を画像として可視化する。このため、ユーザは、噴出物の形状の
時間変化を高い時間分解能でモニタリングすることができる。
【０１１５】
　また、ＣＰＵ２３が、１走査周期毎に、仮想縦断面ＶＰ内における噴出検出エリアＷＥ
に占める噴出物の面積の割合を求め、その割合に基づいて、噴出エコーインデックスＥを
求める。このため、ユーザは、１走査周期毎に、噴出の規模を定量的に把握できる。
【０１１６】
　また、ＣＰＵ２３が、１走査周期毎に、仮想縦断面ＶＰ内における降水検出エリアＷＲ
に占める水分の面積の割合を求め、その割合に基づいて、降水エコーインデックスＲを求
める。このため、ユーザは、１走査周期毎に、降水の度合いを定量的に把握できる。
【０１１７】
　以上、実施形態について説明した。本発明はこれに限られず、以下に述べる変形も可能
である。
【０１１８】
　上記実施形態において、ＣＰＵ２３は、１走査周期あたりに噴出物が噴出した量を表す
噴出率ｍを算出してもよい。噴出率ｍは、噴火の発生を検出した後に、１走査周期毎に算
出する。具体的には、噴出率ｍの算出は、ステップＳ７からステップＳ１４までの間に行
う。噴出率ｍは、次式で定義される。
　ｍ＝ａ・Ｚｂ・ｗ
【０１１９】
　ここで、Ｚは、送受信アンテナ１１のレーダ反射因子である。係数ａと指数ｂは、経験
的に求められるパラメータである。ｗは、噴出物の鉛直方向の速度である。ｗの値には、
前回の１走査周期におけるステップＳ１０の噴出高度特定処理で求めた噴出高度と、今回
の１走査周期におけるステップＳ１０の噴出高度特定処理で求めた噴出高度との差分を用
いることができる。また、レーダ装置１０において、噴出物の鉛直方向の上昇速度の値を
ドップラー速度として検出できる場合は、その値を用いてもよい、
【０１２０】
　上記実施形態では、ビームＢＭの、仰角θの方向の走査の角度幅を３６０°としたが、
仰角θの方向の角度幅は、ビームＢＭによって噴火口ＣＲの周囲を観測できさえすれば、
必ずしも３６０°でなくてもよい。例えば、ビームＢＭを、仰角θの方向に９０°以下の
角度幅で揺動させてもよい。
【０１２１】
　図１には、ＸＹ平面が水平でＺ軸が鉛直に延びるＸＹＺ直交座標系を例示したが、ＸＹ
平面は厳密に水平でなくてもよい。ＸＹ平面の、水平面に対する傾きは、例えば１５°程
度であれば許容される。同様に、Ｚ軸も、鉛直方向から１０°程度傾いていてもよい。
【０１２２】
　図１に示した噴火監視プログラム２２ａを、レーダ装置１０と通信可能に接続されたコ
ンピュータにインストールすることで、そのコンピュータを観測データ解析装置２０とし
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て機能させることができる。噴火監視プログラム２２ａは、通信ネットワークを通じて配
布することもできるし、光ディスク、フラッシュメモリ等のコンピュータ読み取り可能な
記録媒体に格納して配布することもできる。
【符号の説明】
【０１２３】
　１０…レーダ装置、
　１１…送受信アンテナ、
　１２…制御部、
　１３…信号処理部、
　１４…通信部、
　２０…観測データ解析装置、
　２１…通信部、
　２２…補助記憶部、
　２２ａ…噴火監視プログラム、
　２３…ＣＰＵ、
　２４…主記憶部、
　２５…表示部、
　３０…噴火監視システム、
　ＢＭ…ビーム、
　ＣＲ…噴火口、
　ＤＴ…観測データ、
　Ｌ１，Ｌ２…補助線、
　ＮＥ…通信回線、
　ＲＡ…地形断面領域、
　ＲＢ…地形エコー領域、
　Ｕ１，Ｕ２…領域、
　ＶＣ…対象物検出領域、
　ＶＰ…仮想縦断面、
　ＷＥ…噴出検出エリア、
　ＷＲ…降水検出エリア。
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